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女川原子力発電所で２０２１年７月１２日発生した硫化水素流出労災事故（以下、「7.12

事故」という。）について、貴社が行なった事故直後からのホームページでの情報提供や地

元自治体への説明、その後の女川原子力発電所２号機の「有毒ガス防護」審査における原

子力規制委員会（以下、「規制委」という。）に対する説明には、未だ多くの不明な点が存

在します。また、私たちの 2024.6.3付公開質問状に対する貴社の 2024.7.12回答、同じく

私たちの 2024.9.20 申し入れに対する石巻市・女川町の回答（2024.11・10 月）において

も、7.12事故の再発防止対策の実施状況や効果について、十分に明らかになっていません。 

そこで、以下の質問について、誠実にご回答下さるようお願いいたします。 

 

１ 7.12事故発生直後の貴社の規制委への連絡・情報提供について 

原子炉等規制法（炉規法）第６２条の３では、発電用原子炉設置者は原子力規制委員

会に対し「原子力施設等に関し人の障害が発生した事故（人の障害が発生するおそれの

ある事故を含む。）…が生じたときは、…遅滞なく、事象の状況その他の主務省令で定

める事項を…報告しなければならない」とされており、実用炉規則第１３４条で「法第

６２条の３の規定により、発電用原子炉設置者…は、次の各号のいずれかに該当すると

きは、その旨を直ちに、その状況及びそれに対する処置を遅滞なく、原子力規制委員会

に報告しなければならない」として、その第１４号で「…発電用原子炉施設に関し人の

障害（放射線障害以外の障害であって入院治療を必要としないものを除く。）が発生し、

又は発生するおそれがあるとき」と規定されています。 

① 貴社は 7.12 事故で被災者７名中２名入院と公表していますので、7.12 事故は上記実

用炉規則「第１４号」に該当すると思われますが、貴社は、上記法令に規定された報告

（以下、「炉規法報告」という。）を行ないましたか。炉規法報告を行なっていない場合、

報告しなくてもよい（報告不要）と判断した理由・根拠を具体的にご説明下さい。 

② 炉規法報告の要否は最終的に貴社が判断するものと思われますが、貴社は、7.12事故

について報告不要との判断を行なうに先立ち、報告の要否について規制委（規制庁を含

む）と相談・協議等を行ないましたか。相談・協議等を行なった場合、いつ頃、要否判

断に必要などのような情報を規制委に提供したのか、上記２名入院の事実も伝えたのか

など、具体的に明らかにして下さい。 

③ 貴社が規制委と相談・協議等をせずに 7.12事故について報告不要と判断した場合、規

制委には貴社が炉規法報告しない旨をいつ頃どのように伝えたのか、具体的に明らかに

して下さい。また、その際、理由について、貴社から説明をしたのか、あるいは規制委



から説明を求められたりしたのか、説明内容と併せて明らかにして下さい。 

④ 貴社が規制委と相談・協議等をせず、かつ 7.12事故について炉規法報告しないと判断

した旨を規制委に伝えていない場合、規制委からは、炉規法報告がなされていないこと

（報告未了）に対して貴社に問い合わせ等がありましたか。あった場合は、いつ頃どの

ような問い合わせがあり、それに対して貴社は炉規法報告しない理由についてどのよう

に説明したのか、具体的に明らかにして下さい。 

⑤ 貴社は、7.12事故発生の第１報として、規制委あるいは原子力検査官にいつ頃どのよ

うな連絡・情報提供をしたのか、具体的に明らかにして下さい。また、その後、炉規法

報告に代わって、7.12事故の原因や再発防止対策についての詳細な連絡・報告（続報）

を規制委に行なったのかどうか、具体的に明らかにして下さい。あるいは、女川２「有

毒ガス防護」申請の際の資料提出時まで、貴社は規制委に 7.12事故に関する詳細な説明

等を一切していなかったのですか。 

⑥ 貴社が立地自治体宛に提供した令和３年７月１５日付「女川原子力発電所２号機 制

御建屋内における体調不良者の発生について」は、規制委あるいは原子力検査官に対し

ても送付・提供したのでしょうか。送付・提供した場合は、いつ頃誰宛にしたのか、具

体的に明らかにして下さい。 

 

２ 7.12事故の再発防止対策について 

貴社は、上記 2024.7.12回答で、４①「空気撹拌作業」に関しては「2022年 3月末ま

でに、タンク内の硫化水素濃度がゼロ ppmとなった」こと、４②「スラッジ排出」に関

しては「2024年 3月末までに当該タンク内のスラッジ貯蔵量が、再発防止対策に掲げる

５０立方メートル以下となった」こと、４③「換気空調系排気量」に関しては「（空気攪

拌作業を）設計値である空気供給圧力「１．４kg/cm２」にて実施している」こと、を明

らかにしています。 

① 「空気撹拌作業（曝気）」について、現時点では「週何回、１回あたり何分間」曝気し

ていますか。また、直近の作業時でも「空気供給圧力「１．４kg/cm２」にて実施」して

いますか。変更がある場合は、具体的な数値と、変更した理由を明らかにして下さい。 

② 「スラッジ排出」について、女川原発の令和４年度（第１四半期）、令和４年度（第２

四半期）、令和５年度（第４四半期）、令和６年度（第４四半期）の「原子力規制検査報

告書」には、貴社は「１号機ランドリ系沈降分離槽の廃スラッジ生詰め・充填作業」を

行なっていることが記載されています。これは、設置許可申請書記載の遠心脱水・減容・

焼却等の処理をせずに、廃スラッジを直接ドラム缶詰めしているということでしょうか。

「生詰め・充填作業」の手順・内容と、スラッジ処理方法を変更した理由を、具体的に

説明して下さい。また、発生したドラム缶は、低レベル放射性廃棄物として保管・処分

される予定なのでしょうか。 

③ 貴社は、「硫化水素の発生源となるスラッジを定期的に排出（年１回以上）する等によ

り、スラッジの貯留量を５０㎥以下に維持する」ことを約し、上記のとおり「2024年 3

月末までに…５０立方メートル以下となった」とのことですが、現時点で沈降分離槽内

のスラッジ貯蔵量は「何㎥」（排出分と新規増加分との差引で）になりましたか。また、

廃スラッジ「生詰め作業＝排出作業」について、これまでの実施回数・実施時期や、各



作業回で廃スラッジが「何㎥」ずつ排出され（合計で「計何㎥」）、ドラム缶は「何本」

ずつ（合計で「計何本」）発生しましたか。さらに、再発防止対策での目標値「貯蔵量５

０㎥」が既に達成された現在、新たな目標値が設定されているのであれば、具体的に明

らかにしてください。 

④ 上記の石巻市・女川町の回答（2024.11・10 月）によれば、回答時点で、硫化水素濃

度は酸素欠乏症等防止規則に定める基準値の「１０ppm」以下に抑えられていると貴社か

ら説明を受けているとのことでしたが、現時点でも恒常的に「１０ppm」以下に抑えられ

ている（曝気直前は最大「１０ppm」、曝気直後は「０ppm」近傍）のでしょうか。また、

2024年以降の「スラッジ排出」および「空気撹拌作業」の結果、現時点では「１０ppm」

という値はさらに低減しているのでしょうか、それとも、低減効果はその値近傍で頭打

ちとなっているのでしょうか。 

 

３ 「ランドリ廃スラッジ」の処理方式について 

① 女川原発３号機で採用されている「ランドリ廃スラッジ」を直接「焼却設備」に送る

方式では、硫化水素発生の危険性はありますか。 

② 7.12事故の究極の再発防止対策・硫化水素発生防止対策として、３号機採用の焼却方

式を１・２号機（共用）で「沈降分離槽・遠心脱水」方式に代えて採用しないのは何故

ですか。理由を具体的に説明して下さい。 

 

４ 女川１沈降分離槽等の健全性・硫酸腐食の可能性について 

2025.1.28の埼玉県八潮市「道路陥没事故」について、2026.2.19に「原因究明委員会

報告書」＜32頁＞が公表され、下水道管内で継続的に発生・蓄積している「硫化水素」

からイオウ酸化細菌により「硫酸」が生成され、「硫酸」によってコンクリートの化学的

腐食が進行して鉄筋がむき出しになり、「鉄酸化細菌による鉄筋の酸化と硫酸腐食」が進

行し、最終的に（管路上部の）鉄筋コンクリートの崩壊に至ったと推測されています（以

下、「八潮市事例」という。）。一方、女川１沈降分離槽では、2018 年以来自然界由来の

硫酸塩還元細菌によって「硫化水素」が発生・蓄積し続けており、濃度は２④のように

幾分低下したとされていますが、未だに発生そのものは続いています。 

① 女川１沈降分離槽内や硫化水素排出経路である換気空調系配管・ダクト等（以下、「同

槽内等」という。）には、硫酸塩還元細菌と同様に、自然界に棲息するイオウ酸化細菌や

鉄酸化細菌も棲みついていることが十分に推測されますが、貴社はそれら細菌類の棲息

の有無を実際に調査・確認していますか。調査・確認していない場合、槽内等でそれら

細菌類の棲息が困難であることを証する科学的・微生物学的論文等はありますか。 

② 同槽内等で①の細菌類の棲息が否定できない場合、八潮市事例に鑑みて、「硫酸（不揮

発性）」が生成している可能性がありますが、貴社はこれまで、同槽内等（内壁・内面）

について、「硫酸」生成の有無の検査を行なったことはありますか。また、同槽内等の炭

素鋼やステンレス鋼等の金属材料は、「硫酸腐食」の可能性はありますか。 

③ 同槽内等（内壁・内面）に②の「硫酸腐食」の可能性がある場合、貴社はこれまで、

同槽内等について、「硫酸腐食」が生じているか否かの検査や、硫酸による腐食減肉に備

えての槽・管の肉厚測定等を実施したことはありますか。また、突然発生した八潮市事



例に鑑み、‘沈降分離槽の硫酸腐食による硫化水素放出’という女川２「有毒ガス防護」

上の異常事態を回避するため、最低限沈降分離槽について上記検査・測定による安全確

認が必要なのではないですか。検査・測定等の必要性に対する貴社の見解を明らかにし

て下さい。 

④ 貴社は以前、2021年７月 12日当日「14:20」の沈降分離槽付近の硫化水素漏洩が換気

空調系ダクト接続部からだと認めていた一方＜2024.7.12回答＞、同接続部について「設

備の変更・補修予定なし」＜石巻市・女川町回答＞と立地自治体に伝えていましたが、

現時点でも変更・補修をしていないのでしょうか。また、同接続部からの硫化水素漏洩

は、7.12事故後の再発防止対策により全くなくなったのでしょうか。あるいは、再発防

止対策後も同槽付近の漏洩は依然として続いているのでしょうか。それぞれ具体的に明

らかにして下さい。 

⑤ 当該ダクト接続部からの硫化水素漏洩は、八潮市事例に鑑みれば、当該ダクト接続部

の「硫酸腐食」が原因（の一つ）だとは考えられませんか。また、当該ダクト接続部が

変更・補修未了なら、当該ダクト接続部について「硫酸腐食」の有無を調査・確認すべ

きではないのでしょうか。それぞれ貴社の見解を明らかにして下さい。あるいは、当該

ダクト接続部が既に変更・補修済みなら、7.12事故時の当該ダクト接続部の腐食状況や

「硫酸腐食」が生じていた可能性の有無を明らかにして下さい。 

⑥ 「令和７年度（第１四半期）原子力規制検査報告書」によれば、貴社は、2025年以降

に「１号機放射性廃棄物処理系配管（ランドリドレン系）修繕工事」を行なっているよ

うですが、具体的にはどの部分の配管を「修繕工事」したのでしょうか。また、その「修

繕」の理由（硫化水素流出防止との関係や「硫酸腐食」との関係）についても、具体的

に明らかにして下さい。さらに、当該「修繕工事」は、規制委の認可・届出等を要する

ものかどうかも明らかにして下さい。 

 

以 上 


